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1. 背景・目的 
    交通ネットワークの整備が進み、遠隔都市が時間的

にも費用的にも「近く」なると、各都市に立地してい

る支社の位置付けが変化し、企業内の本社・支社の再

編が起こる。これは、業務活動に伴う交通需要量の変

化をもたらす。 
本研究では、コスト最小化に基づく本社・支社配置

および支社の管轄域を表現するモデルを定式化し、本

支社配置と地域間交通量の関係を分析する。 
    

2. 階層的施設配置モデルの定式化 
 以下に「階層的施設配置モデル」の仮定を示す。 

仮定１：企業は全国を管轄（都道府県単位） 

仮定２：企業は本社・支社の二階層 

仮定３：支社と顧客のやりとり（交流）に比例して、本社と支

社の間に交流が発生 

仮定４：本社・支社は一定の規模であり、各立地点のオフ

ィス賃貸料に反映した立地コストがかかる 

 仮定３について説明する。支社‐顧客間の交流に対する

本社‐支社間の交流の比を、交流比 Rc（=r1/r2）とする。本

社-支社間の交流を r1=１回、支社-顧客間に交流を r2=２

回とした場合を図1に示す。この場合 Rc=0．5 となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 このモデルにおける入力データ（定数）は、Wi：顧客数、

Cij：地域間交流コスト、Dj（D
0
k）：支社（本社）立地コストで

あり、操作変数（解）は、xij：管轄域（管轄あり：1、なし：0）、

yj：支社立地（立地：1、立地なし：0）である。なお、下付の

文字は、顧客対象地点 i、支社立地候補地点 j、本社立地

点 kを表す。支社‐顧客間総交流コストをCBC、本社‐支社

間総交流コストを CHB、支社立地総コストを DBとすれば、

地点 k に本社を置いた場合の総コスト TCkは、（1）式とな

る。このモデルを 0～１の範囲の Rcについて、本社位置 k

ごとに繰り返し求解して、総コストTCkが最小となる本社位

置を選び、その時の支社立地点及び管轄域を求める。こ

の問題は整数計画問題であり、Erlenkotter の提唱する

「双対上昇法」によって求解した。 

 

 

 

 

 

3. 本・支社配置シミュレーション結果 
    モデルの入力データとして、立地コスト（Dj、D0k）は各

都道府県のオフィス賃貸料データ（OFFICE JAPAN 
2000 年秋号）と本社・支社の規模（本社 60 人、支社

30 人、17.5 ㎡/人）の設定に基づいて算出した。地域

間交流コスト(Cij)は、航空と鉄道の分担率に応じて最

短時間経路の費用を加重平均した値を用いた。以上の

データから求めた最適な本・支社位置は、現実に支社

が立地している都市の近傍に多く立地する結果となっ

た。これは、多くの企業や公共機関等の集積による業

務の効率性の向上（集積のメリット）を考慮していな

いためであると考えられる．そこで各都市の従業人口

に比例するように立地コストを割り引き，集積のメリットを反

映させた。計算結果を図２に示す。  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 支社管轄域図
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集積のメリットを割り引いていない場合の結果と比較す

ると、本・支社位置は異なるが、管轄域はほぼ同様となっ

たため、業務上の地域区分は立地コストの変化に対して

頑健であるといえる。Rc が小さいとき管轄域は、北海道・

北東北、北陸・関東、中部、近畿、中四国、九州に分けら

れる。Rc が大きくなるにつれて管轄域が集約され、他

地域に対するアクセシビリティーの高さから、関東・

関西に二分される。 
次に、Rc=0.05、0.60 を例に、本社位置を 46 都道府県

に配置したときの、各都道府県に支社が配置された回数

（最大４６回）を図３に示す。Rc が小さい（=0.05）ときは、本

社と支社の間の交流は少ないため、本社位置に関わらず、

支社は特定の都市に偏る。Rc が大きく（=0.６）なるにつれ

て、支社は各都市に平均的に置かれるようになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 支社配置回数（Rc=0.05、0.6） 

 

4. 企業の交通ネットワーク利用パターンの分析 
 本・支社配置シミュレーションから得られた管轄域から、

各Rcの下での、支社‐顧客間交流量及び本社‐支社間交

流量（交通ネットワーク利用パターン）が得られる。実際の

地域間交通（人流）量は、この 0～１の範囲の Rcごとの交

通ネットワーク利用パターンの重ね合わせによって表され

ると仮定して、地域間交通量に占める各 Rcの構成割合を、

90 年と 95 年の二時点のデータにあてはめて求めた。結

果を図4に示す。90年から 95年の間に、0や1に近い極

端な Rcをとる企業は減少し、Rcが 0.35 や 0.55 の企業が

増加している。これは、本社と支社のつながりが極端に強

い又は弱い企業が減少していることを表す。 

次に、地域間で人流を行う企業全体の中で、各地域に

支社を立地する割合を表したものを図5に示す。東北・中

国では立地割合が減少しているのに対し、北海道・中部・

関西・九州では増加し、関東においては Rc=0.90、0.95

の構成比が減少している。以上のことから、企業は東

北・中国のような拠点性の低い地域の支社を閉鎖し、

拠点性の高い地域に支社を統合すると同時に、関西・

中部・九州北部等のある程度以上拠点性が高い都市に

支社を立地していく傾向にあると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 各交流比 Rｃの構成割合の推定値 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5 地域別支社立地割合（Rcにより分類） 
 

5. 結論 
 本研究で提案した「階層的施設配置モデル」は、かなり

の程度、現実の本・支社配置を再現できた。シミュレーシ

ョン結果から、業務上の地域区分は立地コストの変化に

対して頑健であることがわかった。企業の交通ネットワー

ク利用パターンの時点間比較により、企業の本・支社配

置の再編傾向を明らかにした。 
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